
事業番号 - - - -

（ ）

4年度活動見込

単位当たり
コスト

算出根拠 単位

単位当たり
コスト -

計算式 　　/ - - -

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

単位 令和元年度 令和2年度

その他 0 0

計 3,888 0

活動内容
（アクティビ

ティ）

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発を実施するとともに、研究開発成果の普及・活用の促進等を行い、防災科学技術の水準の向上を
図り、研究開発成果の防災対策への反映を図ることにより、レジリエントな社会の構築に貢献する。

活動目標 活動指標

防災科学技術に関する研究
開発成果の最大化に向け、産
学官による共創を推進する。

共同研究件数(平成27年度ま
で年100件以上、平成28年度
以降年110件以上)

令
和
4
・
5
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

国立研究開発法人防災科学
技術研究所運営費交付金

3,888

110 110

02027621

地震・防災研究課
地震・防災研究課長
小林　洋介

会計区分 一般会計

セグメント単位の
考え方

財務諸表の通り

セグメント名 中核的機関の形成 担当部局庁 研究開発局 作成責任者

事業開始年度 平成１３年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

令和4年度セグメントシート 防災科学技術研究所

2022 文科

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国立研究開発法人防災科学技術研究所法
（平成十一年十二月二十二日法律第百七十四号）
第十五条

関係する計画、
通知等

科学技術・イノベーション基本計画（平成3年3月 閣議決定）
防災基本計画
（昭和 38年 6月中央防災会議策定、令和3年5月修正）
国土強靱化基本計画（平成30年12月14日閣議決定）等

主要政策・施策 科学技術・イノベーション 主要経費 文教及び科学振興

その他 6,405 5,465 5,131

補助金等 1,354執
行
額

運営費交付金

　計 10,798 10,338 9,632予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

3,039 3,434 3,212

事業目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以

内）

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発、それらに係る成果の普及及び活用の促進等の業務を総合的に行い、防災科学技術の水準の向上を図り、成果
の防災対策への反映を図ることにより、災害から人命を守り、災害の教訓を活かして発展を続ける災害に強い社会の実現を目指す。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

防災科学技術の水準の向上を目指し、① 地震災害による被害の軽減に資する研究開発、② 火山災害による被害の軽減に資する研究開発、③ 気象災害・土砂災害・雪
氷災害等による被害の軽減に資する研究開発、④ 災害に強い社会の形成に役立つ研究開発を各種の研究と密接な連携を保つとともに、分野横断的な研究開発を推進
する。さらに、国や地方公共団体等が防災行政を行う上で必要としている防災科学技術へのニーズに柔軟に対応できる体制、制度を整備し、最大限の研究成果を創出
することに努める。

実施方法 交付

1,439 1,289

令和5年度要求

経
常
収
益

予算額：運営費交付金 3,506 3,413 3,754 3,888

運営費交付金収益化基準 業務達成基準 業務達成基準 業務達成基準

運営費交付金収益の割合 28.1% 33.2% 33.3%

執行額 11,153 10,471 9,742

- -

110 -

経
常
費
用

予算額 - - -

執行率 #VALUE! #VALUE!

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

4年度
活動見込

5年度
活動見込

#VALUE!

令和3年度

活動実績 件 143 128 144

当初見込み 件 110

- - - -

-

令和元年度 令和2年度 令和3年度

防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研究開発、成果
の普及及び活用促進、施設・設備の共用、資料収集及び提
供、研究者及び技術者の養成及び資質の向上、職員の派遣
等、研究活動が多岐にわたり、単位当たりコストを算出するこ

とは不可能



年度

達成度 ％ 100 100

定量的な成果目標 成果指標 単位

目標値 ％ 100 100 100 100 100

独立行政法人通則法に基づく
主務大臣による業務実績の
評価結果のうち、標準評価以
上の評価を受けた項目の割
合とする。

標準評価(B評価）以上の評価
を受けた項目の割合。

成果実績 ％ 100 100

- 年度 4
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

○
一般競争入札を原則とすることで公平性・競争性を確保すると
ともに、事業経費の費目・使途の内容を厳正に審査しており、
合理性を伴った運用がなされている。

独法等所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
本事業は科学技術・イノベーション基本計画等を踏まえた取組
であり、社会のニーズを的確に反映している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

原則、一般競争入札を実施し、契約の競争性を高める取組を
行っている。

自然災害は我が国全体にわたって影響を及ぼすものであり、
また、当該研究所の研究開発成果は国民全体の災害対策に
資するものであるため、国が実施すべき事業である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事業
か。

○
防災科学技術研究所の研究活動は、我が国全体の災害対策
に資するという観点から重要性が高く、優先的に実施されるべ
き事業である。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

一般競争入札を原則とし、やむを得ないものに限り随意契約を
締結することとしている。一者応札・一者応募についても、改善
のため、仕様書の内容に疑義が生じないよう入札説明会にお
いて適切な説明を行い、仕様書の内容に関する質疑があった
場合には、一定期日内に回答を作成して仕様書依頼を行った
全ての業者に回答するといった様々な取組を行っている。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一者応
札又は一者応募となったものはないか。

中長期計画・中長期目標に基づき、成果目標の達成状況につ
いて第三者である国立研究開発法人審議会で意見聴取を行っ
た上で評価を実施しており、例年高い評価水準を保っている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的あるい
は低コストで実施できているか。

○
支出先の選定に際しては、競争性を確保するため、原則、一
般競争入札としており、コストの削減を図っている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
費目・使途の決定に当たっては、防災科学技術研究所の中長
期目標・中長期計画に基づいて必要性を確認し、業務の財源
に充てるために必要な金額のみを支出している。

受益者との負担関係は妥当であるか。 ○
国民の安心・安全を確保するための事業であるため、国が負
担する。

- -

事
業
の
効
率
性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

研究開発成果については、政府の委員会やホームページ、学
会発表等を通じて広く情報提供するとともに、現業機関や自治
体等でも活用されている。

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○

事業番号 事業名

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
国立研究開発法人防災科学技術研究所の業務の実績に関する評価（文部科学大臣）

事
業
の
有
効
性

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割分担
の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 有

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
令和４年度までの中長期計画を立てて研究開発等を着実に実
施している。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○



※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が支
出されている者に
ついて記載する。
費目と使途の双方
で実情が分かるよ

うに記載）

A.国立研究開発法人防災科学技術研究所 B.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

点
検
・
改
善
結
果

点検結果

「独立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成25年12月24日閣議決定）に基づき、調達等合理化計画を策定し、下記取り組みを実施した。
◯一者応札の点検、見直しの取組として、その要因を業者ヒアリングし、分析・検証を行うとともに、応札業者数の増加に向けて、契約方式の改善を図っ
た。
◯一括調達契約マニュアルに基づき、一括調達を実施した結果、経費の削減につなげることが出来た。
◯茨城県内６機関（国立大学法人茨城大学、国立大学法人筑波大学、国立大学法人筑波技術大学、大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究
機構、国立研究開発法人物質・材料研究機構,、独立行政法人教員研修センター）とともに、引き続き対象範囲を拡大して共同調達を実施し、競争性の
確保及び経費の削減の取組を行った。

改善の
方向性

「独立行政法人における調達等合理化計画の取組の推進について」（平成27年5月25日総務大臣決定）を踏まえ、令和3年6月30日に策定・公表した「令
和３年度国立研究開発法人防災科学技術研究所調達等合理化計画」に基づき、十分な公告期間の確保、入札説明会の実施、仕様書の見直し等の取
組を引き続き実施するとともに、契約の競争性、公平性、透明性を確保しつつ合理的な調達になるよう点検・見直しを行う。

法人共通 運営管理部門に係る費用及び人件費 842

中核的機関
防災科学技術研究におけるイノベーションの中
核的機関の形成

3,565

備
考

研究成果等については以下のホームページを通じて公開している。
http://www.bosai.go.jp/
【支出先上位10者リスト】
※落札率は、同種の他の契約の予定価格を類推させる恐れがあるため非公表。

C.三菱ＨＣキャピタル株式会社 D.

費　目 使　途

費　目 使　途
金　額

(百万円）

研究開発
防災科学技術に関する基礎研究及び基盤的研
究開発の推進

3,763

賃貸借
防災情報イノベーションプラットフォームの賃貸
借

532

金　額
(百万円）

計 8,170 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途

計 532 計 0

　←

　※自己収入等を含む

【一般競争契約（総合評価）
（令和元年度～令和6年度）】等

【Ｃ】

中核的機関

民間企業等
（65社）

3,565百万円

事業概要
防災科学技術研究におけるイノベー
ションの中核的機関の形成

文部科学省
7,704百万円

事業概要
国立研究開発法人防災科学技術研究所に対し、その業務の
財源に充てるために必要な金額を交付

【Ａ】

国立研究開発法人防災科学技術研究所
8,170百万円

交付

内閣府

43百万円



支出先上位１０者リスト

A.

C

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
国立研究開発法人防
災科学技術研究所

3050005005210 運営費交付金事業 8,170
運営費交付金

交付
- -

- - -

2
三菱ＨＣキャピタル株
式会社

4010001049866

ファイアウォールと負荷分散
装置の10G化の賃貸借
【随意契約（その他）：一般競
争契約（最低価格）の結果、
不落随契（平成28年度～令和
3年度）】

22 その他 -

1
三菱ＨＣキャピタル株
式会社

4010001049866

防災情報イノベーションプラッ
トフォームの賃貸借
【一般競争契約（総合評価）
（令和元年度～令和6年度）】

532 その他

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

4
三菱ＨＣキャピタル株
式会社

4010001049866

URLフィルタ装置(http)の賃貸
借
【一般競争契約（最低価格）
（令和元年度～令和6年度）】

3 その他 - - -

- -

3
三菱ＨＣキャピタル株
式会社

4010001049866

セキュリティフィルタ装置の賃
貸借
【一般競争契約（最低価格）
（平成29年度～令和4年度）】

7 その他 - -

- -

7
エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社

7010001064648
EarthLANサービスにおけるモ
バイル電波確認作業（門別東
ほか）

0.9
随意契約
（公募）

- -

- - -

6
エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社

7010001064648

地震津波火山観測データ伝
送基盤サービス
【一般競争契約（最低価格）
（平成28年度～令和5年度）】

449 その他 -

5
三菱ＨＣキャピタル株
式会社

4010001049866

不正端末接続防止機器の賃
貸借
【一般競争契約（最低価格）
（平成30年度～令和5年度）】

3 その他

- - -

10
エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社

7010001064648
伊勢崎高感度地震観測施設
ほか修理

0.6
随意契約
（少額）

-

9
エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社

7010001064648
金谷高感度地震観測施設ほ
か修理

0.6
随意契約
（公募）

-

8
エヌ・ティ・ティ・コミュニ
ケーションズ株式会社

7010001064648
五ヶ瀬高感度地震観測施設
ほか修理

0.7
随意契約
（公募）

- - -

-

- -

11
公益財団法人地震予
知総合研究振興会

5010005018916

地震・火山観測網整備及び維
持管理支援業務
【一般競争契約（最低価格）の
結果、不落随契】

316
随意契約
（その他）

- -



12
公益財団法人地震予
知総合研究振興会

5010005018916
首都圏地震観測網の維持管
理支援業務

20
一般競争契約
（最低価格）

1 - -

- -

15
三菱スペース・ソフトウ
エア株式会社

9010401028746
強震データ検証システムの高
度化等支援作業

13
一般競争契約
（最低価格）

1 -

- - -

14
三菱スペース・ソフトウ
エア株式会社

9010401028746
リアルタイム地震被害推定シ
ステム等の運用・管理支援業
務

13
一般競争契約
（最低価格）

1

13
三菱スペース・ソフトウ
エア株式会社

9010401028746

強震ネットワークおよび基盤
強震観測網運用・管理支援業
務
【一般競争契約（最低価格）の
結果、不落随契】

89
随意契約
（その他）

1 - -

18
三菱スペース・ソフトウ
エア株式会社

9010401028746
K-NET観測点緯度経度情報
更新作業

2
一般競争契約
（最低価格）

1

17
三菱スペース・ソフトウ
エア株式会社

9010401028746
強震ネットワークシステム機
器および基盤強震観測システ
ム機器保守ライセンスの調達

3
一般競争契約
（最低価格）

-

16
三菱スペース・ソフトウ
エア株式会社

9010401028746
強震データ公開装置・解析等
装置等の賃貸借および保守

4
随意契約
（その他）

- - -

-

20
三菱スペース・ソフトウ
エア株式会社

9010401028746
ネットワーク機器への拡張モ
ジュール追加作業

0.9
随意契約
（少額）

- - -

- -

19
三菱スペース・ソフトウ
エア株式会社

9010401028746
強震データ公開装置・解析等
装置等の賃貸借および保守

1
一般競争契約
（最低価格）

1 -

- -

- - -

22
三菱スペース・ソフトウ
エア株式会社

9010401028746 震度履歴分布作成作業 0.8
随意契約
（少額）

-

21
三菱スペース・ソフトウ
エア株式会社

9010401028746
リアルタイム地震被害推定シ
ステム サーバ機器の保守更
新

0.8
随意契約
（少額）



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

23 株式会社日立製作所 7010001008844

基盤的防災情報流通ネット
ワーク運用支援業務
【一般競争契約（最低価格）の
結果、不落随契】

77
随意契約
（その他）

- -

1 - -

26 株式会社日立製作所 7010001008844

基盤的防災情報流通ネット
ワークにおける画像用フレー
ムワークのプロトタイプ開発業
務

5
一般競争契約
（最低価格）

1

25 株式会社日立製作所 7010001008844 外部DNSサービス他の移行 7
一般競争契約
（最低価格）

-

24 株式会社日立製作所 7010001008844

基盤的防災情報流通ネット
ワークの外部連接方式変更
への対応
【一般競争契約（最低価格）の
結果、不落随契】

12
随意契約
（その他）

- - -

-

28 株式会社日立製作所 7010001008844
負荷分散装置およびファイア
ウォールの設定変更作業

2
随意契約
（その他）

- - -

- -

27 株式会社日立製作所 7010001008844
SINET接続回線および支所間
接続回線の増強に伴うネット
ワーク設定作業

5
随意契約
（その他）

- -

- -

1 - -

30 日本コムシス株式会社 4010701022825
地震観測網公開用ロードバラ
ンサ―装置の調達

3
一般競争契約
（最低価格）

2

29 日本コムシス株式会社 4010701022825
高感度等地震観測データ処
理システムに係る運用及び監
視業務等

78
一般競争契約
（最低価格）

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となっ

た理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 - - - -


